
報告第 5号

専決 処 分 の承認 を求 め る こ とにつ いて

地方 自治法第 179条 第 1項の規定によって、別紙のとお り専決処分 したの

で、同条第 3項の規定によりこれを報告 し、承認を求める。

令 和 5年 6月 9日 提 出

長岡京市長  中小路 健 吾



専決第 5号

長岡京市税条例等の一部改正について

長岡京市税条例 (昭和 25年長岡京市条例第 1号)及び長岡京市税条例の一

部を改正する条例 (昭和 26年長岡京市条例第 10号)の一部を別紙のとお り

改正するものとする。

令和 5年 3月 31日 専決

長岡京市長  中小路 健 吾



長岡京市税条例等の一部を改正する条例

(長岡京市税条例の一部改正 )

第 1条 長岡京市税条例 (昭和 25年長岡京市条例第 1号)の一部を次のように改正する。

改正後 改正前

(法人の市民税の申告納付 )

第 45条 市民税を申告納付する義務があ

る法人は、法第 321条 の 8第 1項、第

2項、第 31項、第 34項及び第 35項
の規定による申告書 (第 9項、第 10項及

び第 12項において 「納税申告書」 とい

う。)を 、同条第 1項、第 2項、第 31項
及び第 35項の申告納付にあつてはそれ

ぞれこれ らの規定による納期限までに、

同条第 34項の申告納付にあつては遅滞

なく市長に提出 し、及びその申告に係る

税金又は同条第 1項後段及び第 2項後段

の規定により提出があつたものとみなさ

れる申告書に係 る税金を施行規則第 22
号の 4様式又は笙22受型と窒22医式に

よる納付書により納付 しなければならな

い 。

2～ 4 【略】

5 法第 321条 の 8第 34項に規定する

申告書 (同 条第 33項の規定による申告

書を含む。以下この項において同じ。 )

に係 る税金を納付する場合には、当該税

金に係 る同条第 1項、第 2項又は第 31
項の納期限 (納期限の延長があつたとき

は、その延長 された納期限とする。第 7

項第 1号において同 じ。)の翌 日から納

付の 日までの期間の 日数に応 じ、当該税

額に年 14.6パ ーセン ト (申 告書を提

出 した日 (同条第 35項の規定の適用が

ある場合において、当該申告書がその提

出期限前に提出されたときは、当該提出

期限)ま での期 日又はその期間の末 日の

翌 日から1月 を経過する日までの期間に

ついては、年 7.3パ ーセン ト)の割合

を乗 じて計算 した金額に相当する延滞金

を加算 して施行規則第 22号の 4様式X.

(法人の市民税の申告納付 )

第 45条  市民税を申告納付する義務があ

る法人は、法第 321条 の 8第 1項、第

2項、第 31項、第 34項及び第 35項
の規定による申告書 (第 9項、第 10項及

び第 12項において「納税申告書」とい

う。)を 、同条第 1項、第 2項、第 31項
及び第 35項の申告納付にあつてはそれ

ぞれこれ らの規定による納期限までに、

同条第 34項の申告納付にあつては遅滞

なく市長に提出 し、及びその申告に係る

税金又は同条第 1項後段及び第 2項後段

の規定により提出があつたものとみなさ

れる申告書に係る税金を施行規則第 22
号の 4様式による納付書により納付 しな

ければならない。

2～ 4 【略】

5 法第 321条 の 8第 34項に規定する

申告書 (同条第 33項の規定による申告

書を含む。以下この項において同じ。 )

に係る税金を納付する場合には、当該税

金に係 る同条第 1項、第 2項又は第 31
項の納期限 (納期限の延長があつたとき

は、その延長 された納期限とする。第 7

項第 1号において同じ。)の翌 日から納

付の日までの期間の 日数に応 じ、当該税

額に年 14.6パ ーセン ト (申 告書を提

出した日 (同条第 35項の規定の適用が

ある場合において、当該申告書がその提

出期限前に提出されたときは、当該提出

期限)ま での期 日又はその期間の末 日の

翌 日から1月 を経過する日までの期間に

ついては、年 7.3パ ーセン ト)の割合

を乗 じて計算 した金額に相当する延滞金

を加算 して施行規則第 22号の 4様式に



改正後 改正前

は.笙 22号の■22様式による納付書に

より納付しなければならない。

6～ 16 【略】

第4_■盆 堂盤

(法人の市民税に係る不足税額の納付の

手続 )

第47条 法人の市民税の納税者は二」ヒ笙
321条 の 12の規定に基づ く納付の告

望を受けた場合には、当該不足税額を当

該通知書の指定する期限までに二重行規

則第 22号の 4様式又は第 22号 の 4の

2撻菫笙上登整生豊L上上納付 しなけれ

ばならない。

2 前項の場合に生、その不足税額に法第

321条 の 8第 1項、第 2項又は第 31

項の納期限 (同条第 35項の申告納付に

係 る法人税割に係 る不足税額がある場合

には、同条第 1項又は第 2項の納期限と

し、納期限の延長があつた場合には、そ

の延長 された納期限とする。第 4項第 1

号において同じ。)の翌 日から納付の日

までの期間の日数に応 じ、年 14.6パー

セン ト (前項の納期限までの期間又は当

該納期限の翌 日から1月 を経過する日ま

でについては、年 7.3パーセン ト)の割

合を乗 じて計算 した金額に相当する延滞

金額を加算 して納付 しなければならない。

304  【略】

(た ばこ税の申告納付の手続 )

第 94条 .前条の規定によつてたばこ税を

申告納付すべき者 (以 下この節において

「申告納税者」 とい う。)は、毎月末 日

までに、前月の初 日から末日までの間に

おける売渡 し等に係る製造たばこの品目

よる納付書により納付 しなければならな

い。

6～ 16 【略】

(並星2ゝ隻皇2』童:民童
`上

【」

'生`塾

]霊:ユニ丞≦:墜L』

=」

2
通知)

第4■盆 法1笙■2上条の 11の規定によ

る法人等の市民税に係 る更正 又は決 定の

通知は規則で定める涌知 による。

(法人の市民税に係 る不足税額の納付の

手続 )

第47条 法人の市民税の納税者は並会の

通知書を受けた場合には、当該不足税額

を当該通知書の指定する期限までに納付

しなければならない。

2 前項の場合においては、その不足税額

に法第 321条 の 8第 1項、第 2項又は

第 31項の納期限 (同 条第 35項の申告

納付に係る法人税割に係 る不足税額があ

る場合には、同条第 1項又は第 2項の納

期限とし、納期限の延長があつた場合に

は、その延長 された納期限 とする。第 4

項第 1号において同じ。)の翌 日から納

付の日までの期間の日数に応 じ、年 14.

6パーセン ト (前項の納期限までの期間

又は当該納期限の翌 日から 1月 を経過す

る日までについては、年 7.3パーセン ト)

の割合を乗 じて計算 した金額に相当する

延滞金額を加算 して納付 しなければなら

ない。

3・ 4 【略】

(た ばこ税の申告納付の手続 )

第 94条 前条の規定によつてたばこ税を

申告納付すべき者 (以下この節において

「申告納税者」 とい う。)は、毎月末 日

までに、前月の初 日から末 日までの間に

おける売渡 し等に係 る製造たばこの品 目



改正後 改正前

ごとの課税標準たる本数の合計数 (以 下

この節において「課税標準数量」とい う。)

及び当該課税標準数量に対するたばこ税

額、第 92条第 1項の規定により免除を

受けようとする場合にあつては同項の適

用を受けようとする製造たばこに係るた

ばこ税額並びに次条第 1項の規定により

控除を受けようとする場合にあつては同

項の適用を受けようとするたばこ税額そ

の他必要な事項を記載 した施行規則第 3

4号の 2様式による申告書を市長に提出

し、及びその申告に係 る税金を施行規則

第 34号の 2の 5様式による納付書によ

つて納付 しなければならない。 この場合

において、当該申告書には、第 92条第

3項に規定する書類及び次条第 1項の返

還に係る製造たばこの品目ごとの数量に

ついての明細を記載 した施行規則第 16
号の 5様式による書類を添付 しなければ

ならない。

2～ 4 【略】

5 前項の修正申告書に係る税金を納付す

る場合には、当該税金に係る第 1項又は

第 2項の納期限 (納期限の延長があつた

ときは、その延長された納期限。第 97
条第 2項において同じ。)の翌 日から納

付の日までの期間の日数に応 じ、当該税

額に年 14.6パーセン ト(修正申告書を

提出した日までの期間又はその日の翌 日

から1月 を経過する日までの期間につい

ては、年 7.3パーセン ト)の割合を乗 じ

て計算 した金額に相当する延滞金額を加

算 して、施行規則第 34号の 2の 5様式

による納付書によつて納付 しなければな

らない。

(た ばこ税に係 る不足税額等の納付手

続 )

第 97条 たばこ税の納税義務者は、法第

481条 、第 483条 は第 484条 の

ごとの課税標準たる本数の合計数 (以下

この節において「課税標準数量」とい う。)

及び当該課税標準数量に対するたばこ税

額、第 92条第 1項の規定により免除を

受けようとする場合にあつては同項の適

用を受けようとする製造たばこに係るた

ばこ税額並びに次条第 1項の規定により

控除を受けようとする場合にあつては同

項の適用を受けようとするたばこ税額そ

の他必要な事項を記載 した施行規則第 3

4号の 2様式による申告書を市長に提出

し、及びその申告に係 る税金を施行規則

第 34号の 2の 5様式又は笙旦 4号の 2

の 5の 2様式による納付書によつて納付

しなければならない。この場合において、

当該申告書には、第 92条第 3項に規定

する書類及び次条第 1項の返還に係る製

造たばこの品目ごとの数量についての明

細を記載 した施行規則第 16号の 5様式

による書類を添付 しなければならない。

2～ 4 【略】

5 前項の修正申告書に係る税金を納付す

る場合には、当該税金に係る第 1項又は

第 2項の納期限 (納期限の延長があつた

ときは、その延長 された納期限。第 97
条第 2項において同じ。)の翌 日から納

付の 日までの期間の 日数に応 じ、当該税

額に年 14.6パーセン ト(修正申告書を

提出 した 日までの期間又はその日の翌 日

から 1月 を経過する日までの期間につい

ては、年 7.3パーセン ト)の割合を乗 じ

て計算 した金額に相当する延滞金額を加

算 して、施行規則第 34号の 2の 5様式

又生第 34量の里∠狂型2型堕式による納

付書によつて納付 しなければならない。

(た ば こ税 に係 る不足税額等の納付手

続 )

第 97条 たばこ税の納税義務者は、法第

481条 、第 483条 又は第 484条 の



改正後 改正前

規定に基づく納付の告知を受けた場合に

は、当該不足税額又は過少申告加算金額、

不申告加算金額若しくは重加算金額を、

当該通知書の指定する期限までに、施行

規則第 34号の 2の 5様式又は笙』 4号

の 2の 5 の 2様式 による納付書によつて

納付しなければならない。

2 【略】

規定に基づ く納付の告知を受けた場合に

は、当該不足税額又は過少申告加算金額、

不申告加算金額若 しくは重加算金額を、

当該通知書の指定する期限までに、施行

規則第 34号の 2の 5様式による納付書

によつて納付 しなければならない。

2 【略】

(長 岡京市税条例の一部を改正する条例の一部改正 )

第 2条 長岡京市税条例の一部を改正する条例 (昭和 26年長岡京市条例第 10号)の一

部を次のように改正する。

改正後 改正前

附 則

(肉用牛の売却による事業所得に係る市

民税の課税の特例)

第 8条 昭和 57年度から令和.9年度まで

の各年度分の個人の市民税に限 り、法附

則第 6条第 4項に規定する場合において、

第 34条の 2第 1項の規定による申告書

(そ の提出期限後において市民税の納税

通知書が送達される時までに提出された

もの及びその時までに提出された第 34

条の 3第 1項の確定申告書を含む。次項

において同じ。)に肉用牛の売却に係る

租税特別措置法第 25条第 1項に規定す

る事業所得の明細に関する事項の記載が

あるとき (こ れ らの申告書にその記載が

ないことについてやむを得ない理由があ

ると市長が認めるときを含む。次項にお

いて同じ。)は、当該事業所得に係 る市

民税の所得割の額を免除する。

2・ 3  【略】

(読替規定)

第 10条 法附則第 15条から第 15条の

3の 2ま で又は笙 63条の規定の適用が

ある各年度分の固定資産税に限り、第 5

8条第 8項中「又は第 349条の 3の 4

から第 349条 の 5ま で」とあるのは、

附 則

(肉用牛の売却による事業所得に係 る市

民税の課税の特例 )

第 8条 昭和 57年度から全和_■生度まで

の各年度分の個人の市民税に限 り、法附

則第 6条第 4項に規定する場合において、

第 34条の 2第 1項の規定による申告書

(そ の提出期限後において市民税の納税

通知書が送達 される時までに提出された

もの及びその時までに提出された第 34

条の 3第 1項の確定申告書を含む。次項

において同じ。)に肉用牛の売却に係 る

租税特別措置法第 25条第 1項に規定す

る事業所得の明細に関する事項の記載が

あるとき (こ れ らの申告書にその記載が

ないことについてやむを得ない理由があ

ると市長が認めるときを含む。次項にお

いて同じ。)は、当該事業所得に係 る市

民税の所得割の額を免除する。

203 【略】

(読替規定)

第 10条 法附則第 15条から第 15条の

3の 2まで二隻重』重肇盈基艶⊆生象の規

定の適用がある各年度分の固定資産税に

限 り、第 58条第 8項中「又は第 349

条の 3の 4か ら第 349条 の 5ま で」 と



改正後 改正前

「若 しくは第 349条 の 3の 4か ら第 3

49条の 5ま で又は附則第 15条から第

15条の 3の 2ま で若 しくは第 63条」

とする。

(法附則第15条第 2項第1号等の条例

で定める割合)

第 10条の2 【略】

2 【略】

3 渋 副守目‖笛 1月 25項 第 1号イ に規

定する設備について同号に規定する条例

で定める割合は 3分の2と する。

4法 堕旦曖1理
=」

1輩1登1狙2過遅|コ1証!ヒ1弘三に規

定する設備について同号に規定する条例

で定める割合は 3分の2と する。

5法 附貝堕 塁菫姿 2型墜艶』全 に規

定する設備について同号に規定する条例

で定める割合は 3分の 2と する。

6 性 附 目|1笛 15条 25項 第 1号ニ に規

定する設備について同号に規定する条例

で定める割合は 3分の 2と する。

7法 幽 1墜1_ュ条隻2亜理髪饉≧量生に規

定する設備について同号に規定する条例

で定める割合は 4分の 3と する。

8法 堕旦墜 1._ュ条第2工璽箋豊と登ュに規

定する設備について同号に規定する条例

で定める割合は4分の 3と する。

9 法 附則第 15条第 25項 第 2号ハ に規

定する設備について同号に規定する条例

で定める割合は 3分の 2と する。

10法 附則第 ニュ墨隻2三塑肇聾壁孟こに

規定する設備について同号に規定する条

例で定める割合は 2分の 1と する。

法附目|1第 15条第 25項第 3号 口に

規定する設備について同号に規定する条

例で定める割合は 2分の 1と する。

12法 附貝旦笙 ニュ条隻2三型肇L壁塾全に

規定する設備について同号に規定する条

例で定める割合は 2分の 1と する。

13 に規定する

11

3

あるのは、「若 しくは第349条の 3の

4か ら第 349条の 5ま で又は附則第 1

5条から第 15条の 3の 2ま で、笙■ュ

条若しく塁笙■■条」とする。

(法附則第 15条第 2項第 1号等の条例

で定める割合)

第 10条の2 【略】

2 【略】

3法 堕旦盤:≧:=_1≧

`整

笙_2■憂:強:=1三塾:生に規

定する設備について同号に規定する条例

で定める割合は 3分の 2と する。

4法 L咀!堕饉!=_豊笙笙2重_選:強:≧!三:塾■に規

定する設備について同号に規定する条例

で定める割合は 3分の 2と する。

5法 ェl旦堕証二壁笙笙2重亜訪饉量墜全に規

定する設備について同号に規定する条例

で定める割合は 3分の2と する。

6法 堕旦墜塾
=髪

壁鉦笙fL菫笙二 に規

定する設備について同号に規定する条例

で定める割合は 3分の2と する。

7法 L瞑!量

=二
豊条笙2重_遅:堕i甕:≧:塾

`生

に規

定する設備について同号に規定する条例

で定める割合は4分の3と する。

8法 墜坦!堕邑:=_豊粂第2重塑議証≧≧l■に規

定する設備について同号に規定する条例

で定める割合は4分の 3と する。

9法 L旦!堕邑L壁条笙2重_選i圏:塾:≧:塾

`2に
規

定する設備について同号に規定する条例

で定める割合は 3分の2と する。

10法 Ш医!場≧!=_1≧

`登

笙_2_■遅:国:≡:ヒ:塾

`■

に

規定する設備について同号に規定する条

例で定める割合は2分の1と する。

附則第 5,条第 2611 法

13

3丹 ロ に

規定する設備について同号に規定する条

例で定める割合は 2分の 1と する。

12法 堕旦堕 ュ_ユ全隻21璽髪聾壁塾全に

規定する設備について同号に規定する条

例で定める割合は 2分の 1と する。

に規定する5



改正後 改正前

条例で定める割合は 3分の1と する。

14法 附貝幽邑二■条隻≡二■項に規定する

条例で定める割合は 3分の2と する。

15 法堕則第二至̈」餞笙生2重に規定する

条例で定める割合は 3分の1と する。

16 法附則笙二 5条第 43項に規定する

条例で定める割合は4分の3と する。

17 【略】

【削る】

(新築住宅等に対する固定資産税の減額

の規定の適用を受けようとする者がすべ

き申告 )

第 10条の3 【略】

2～ 11【 略】

12 法附則第 15条の 10第 1項の耐震

基準適合家屋について、同項の規定の適

用を受けようとする者は、当該耐震基準

適合家屋に係る耐震改修が完了した日か

ら3月 以内に、次に掲げる事項を記載し

た申告書に施行規則附貝墜ヒ■条隻:二三型菫

に規定する補助に係る補助金確定通知書

の写し、建築物の耐震改修の促進に関す

る法律 (平成 7年法律第 123号 )第 7

条又は附則第 3条第 1項の規定による報

告の写し及び当該耐震改修後の家屋が令

附則第 12条第 19項に規定する基準を

満たすことを証する書類を添付 して市長

に提出しなければならない。

(1)～四  【略】

(5)施行規則堕則笙ヱ全第■二重に規定

する補助の算定の基礎となつた当該耐

震基準適合家屋に係る耐震改修に要し

た費用

(6)【 略】

13 【略】

【削る】

条例で定める割合は 3分の 1と する。

14法 堕貝」菫ュ亜髪豊色L堕菫に規定する

条例で定める割合は 3分の 2と する。

15 法堕旦嵯 上 ユ盗姿墾笙■菫に規定する

条例で定める割合は 3分の 1と する。

16 法附貝」第二亜ヨ豊饉生_生菫に規定する

条例で定める割合は4分の 3と する。

17 【略】

1_8 :::illil旦」」第:ュ
=`L:盗

:」豊 ::」:i:[:,::=`:L条 1211.IC:定 :

める割全は零とする。

(新築住宅等に対する固定資産税の減額

の規定の適用を受けようとする者がすべ

き申告)

第 10条の3 【略】

2～ 11 【略】

12 法附則第 15条の 10第 1項の耐震

基準適合家屋について、同項の規定の適

用を受けようとする者は、当該耐震基準

適合家屋に係る耐震改修が完了した日か

ら3月 以内に、次に掲げる事項を記載 し

た申告書に施行規則堕旦鬱巨 _灸登理_■菫

に規定する補助に係る補助金確定通知書

の写し、建築物の耐震改修の促進に関す

る法律 (平成 7年法律第 123号)第 7

条又は附則第 3条第 1項の規定による報

告の写し及び当該耐震改修後の家屋が令

附則第 12条第 19項に規定する基準を

満たすことを証する書類を添付して市長

に提出しなければならない。

(1)～ 四  【略】

(5)施行規則Ш旦嵯 …■象隻理二雖里に規定

する補助の算定の基礎となつた当該耐

震基準適合家屋に係る耐震改修に要し

た費用

(6)【略】

13【 略】

(111:|::LI:::L:::!|!1.::::|:!::|:lil!:.1:|:::|.:!:liil:.11iiii:i:!|::!::::liil::l.:::i:!1.111:::|.|:|:|::::illll!::][!li!:::と ._

第 15条の 2 法笙三二」」饉L型里笙上量

_Ш証盗髪狂型二夏X堕箋Lユ翼墜壁全二奎型里ユ



改正後 改正前

第 1ユ条の 2 【略 条の繰上げ】

(軽 自動車税の環境性能割の税率の特

例 )

第15条の6 【略】

2 【略】

【削る】

(軽 自動車税の種別割の税率の特例)

第 16条 法附則第 30条第 1項 に規定す

る 3輪以上の軽 自動車に対する当該軽 自

動車が最初の法第 444条 第 3項に規定

する車両番号の指定 (次項から」量生菫ま

でにおいて「初回車両番号指定」とい う。)

を受けた月から起算 して 14年を経過 し

た月の属する年度以後の年度分の軽 自動

車税の種別割に係 る第 79条の規定の適

用については、当分の間、次の表の左欄

に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げ

る字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる

字句 とする。

【表省略】

2 法附則第 30条第 2項第 1号及び第 2

号に掲げる3輪以上の軽自動車に対する

第 79条の規定の適用については、当該

軽自動車が全型 4生∠月 1日 から令型 8.

自動車 (自 家用の 1、 のに限る。以下この

条:二圭上〕【 同じ。)に対 しては、当該 3

輪以上の動 車の取得が令和元年 10
旦■月から令和 3年 12月 31日 までの

匿型壁』旦笙1」1△20.隻ユコ笙墜蛍⊆生

遡襲艶_塾生■ _⊇…上二盪回量塾上里

ζL_笙_■1髪:饉:理L』12盤:量]望[望:並L二:土｀

軽 自動車税の環境性能割を課 さない。

第ニユ条の2の 2 【略】

(軽 自動車税の環境性能割の税率の特

例 )

第15条の6 【略】

2 【略】

ユ 旦家星2三|.輪以上_壁_自:塾皇:堕 :■

乗用のものに対する第78条の4(第 2

号に係 る部分に限る。)及び前項の規定

の適用については、当該 軽 自動 車 の 取 得

が特定期間に行われた ときに限 り、これ

らの規定中「100分の2■_と_ぬ五∠生量
「 100 の 1

(軽 自動車税の種別割の税率の特例)

第 16条  法附則第 30条第 1項 に規定す

る 3輪以上の軽 自動車に対する当該軽 自

動車が最初の法第444条 第 3項に規定

する車両番号の指定 (次項から策ュ重ま

でにおいて「初回車両番号指定」とい う。)

を受けた月か ら起算 して 14年を経過 し

た月の属する年度以後の年度分の軽 自動

車税の種別割に係る第 79条の規定の適

用については、当分の間、次の表の左欄

に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げ

る字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる

字句 とする。

【表省略】

2 法附則第 30条第 2項第 1号及び第 2

号に掲げる3輪以上の軽自動車に対する

第 79条の規定の適用については、当該

軽 自動車が令和 2年 4月 日か ら令和 3

型丞翌1貧豊ュユ.上塑」lる…■壺餃生曇望2堅



改正後 改正前

年 3月 31日 までの間に初回車両番号指

定を受けた場合には二当該拠旦墓亘査豊

韮i重:墜:』:型:盪生l■

`2昼

立:重L豊:墾:望:退:憂i巳:畳

`2の軽自動車税の種別割に限り、次の表の

左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に

掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲

げる字句とする。

【表省略】

【削る】

【肖」る】

生旦_屋璽」主主ェの間に初回車両番号指

定を受けた場合には令和 3年度生の軽 自

動車税の種別割に限 り、次の表の左欄に

掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる

字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字

句 とする。

【表省略】

ュ 迭Ш旦場塾l三産登轟ユ墓隻ユ圭辺璽:産豊2
号に掲げる法第446 条第 1項第 3号に

規定するどz型上墾塾i塾i塾墓」:塑|口1整1墓12:笙

において「ガム上ン軽自動車上止いうュユ
の うち 3輪以上のものに対する第 79条
の規定の適用につしヽては、 当該 ガ ソ リ ン

軽 自動車が令和 2年 4 月 1 か ら令和 3

年 3月 31日 までの間に初 回車両番 号指

=生
受壁た,全L生金狂ユ生重22軽旦

動車税の種別割に限 り、次の表の左欄 に

麹幽鉦墾辺塑.宣主璽二⊆型主旦盤壺型≧二

字句 は、それ ぞれ 同表 の 右 欄 に 掲げる字

4 法附則第 3 o条第 4項第 1号及び第 2

号に掲げ ガソリン軽 自動車の うち 3輪

以上のもの (前項の規定の適 を受ける

ものを除 )に対す る第 79 条の規定

の適用については、当該ガ ソリン軽 自動

車が令和 年 4月 1日 から令 3年 3月

31日 までの間に初回車両番 定を受

けた場全二週1重:盪:匹!型1到墜2if理!雲:理:匹!型区

の種別割に限 り、次の表の左 に掲げる

同条ヱ星星定」」甦丞fとL璽上」ユ堕∠夏三⊆l

l主、三笙璽壁LI旦羞2五畳lヨZ型だ 重E至]ヱL

主.生L

第 2号ア (イ ) 9003 2二_000上ユ

第 2号ア (ウ ) 3二 500円L_ユユユ旦

10二_800円 544⊇ 0円

第 2号ア (ウ ) 1二_900円34800円

24500円5二 〇〇0円・
０
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【削る】

【削る】

旦 法Ш旦場ヨ重璽髪登疑■菫の規定の適用を

受ける 3輪以 上の法第 4 46条 第 1項第

3量 !こ坦症立.る_ど.∠_1,L_∠竪旦塾:里___塑生工

この項及 において 「ガソリン軽 自

動車上.ユュ主LLと (営業用の乗用のもの

8 Ｑ
）

b

ユ 塗題土量止笙旦Lg壁笠 2』興:笙上量丞び笙2
号に掲げる3輸塾上の堅迫動車のうち、

自家用の乗用のものに対する第79条の

規定の適用については、当該軽 自動車が

令和 3年 4月 1日 から令和 4年 3月 31

_ユ菫:⊆:塑塾:塑理墓亘i壁:ヨ:量:奎:選塑:上.

:易1製.聾:髪覆14.奎:度全12堕:塞:壁蠅1座:重

:型i塾」1翼!L.当骸!堅旦:塾:数:当:近!望:■■.

=ユニl聖!匡:髪:重重生.ユ`LL:墜:整≦:塑憫.

.L`四聾塾亘重量菫定_と豊1山lα丞墾塑:全

:Lユ

`コ

:雲:盤:塑:≧:理:壁塑il⊆:塑:製」豊1二塁

_■、二:包:型:望:塗:コ:左:旦1□l型:滋:逓:墜:£!重

!=:劃i強1型 :≧」:』!L掲.壁聖:ヨ:型:二_髭:れて|

れ同表2左欄に掲げる字句とす登吐

立 塗i堕:則.笙:旦.ユ_条.笙_2:菫笙_■:量:墜:墜」狙_2

f塾」型コh旦当型L上≦2塑艶重壁聖」堕塗星
の乗用のものを除く^)に 対す る第 79

条の規定の適用|こつ上工■墜二盤範墾璧豊塾

車が令禾口3年 4月 1 日か ら令 和 4年 3月

■_1旦 まIQ⊆2豊1二壼Zll[整亘登登 l旨」
=生

蟹」

立上盪全_に..壁鐘塑墜遼_2_2整旦動_皇塾

2:匡型i劃.に.限_2_=_当:該.軽_豊.動.墓:が.全菫.■_

年 4月 1日 か ら令和 5 年 3月 31日 まで

盛 塾三茎]踵l墓」互型 E型旨重垂重1主聾を 上:

1主鐘壼 豊l度全壁 堕重L皇艶2回」壁」二

LlL_菫2_璽」2表
`Z塗

』に」盪1■劉ヨ堕望と

坦立虫旦塞2虫盤笙旦壁登主
`聾

墨̈ヱ幽
`

ぞれ同表2劃盪:塑ピゑ宝製塑ヱニ

ヱ 法堕旦暖塁塁些登艶■菫の規定の適用を

受ける 3輪以上のガ ソ リン軽 自動 車 (営

業用の乗用のものに限る。)に対する第

79条の規定の適用については二当該ガ



改正後 改正前

「3.900円 」と

に限る。)に対する第 79条の規定の適

用については、当該ガソリン軽 自動車が

令和 4年 4月 1日 か ら令和 8年 3月 31

旦までの間に初回車両番号指定を受けた

場合には、当Z拠回皇亘畳量担定2三二

た旦2二立る生菫2翌生産2の軽自動車

税の種別割に限り、

―

あるのは 「2.00
0円 | と、同号ア (ウ )a(a)中 「6, 90

とす0円 |と あるのは

る。

4_法堕旦塵延昼些登艶生里の規定の適用を

受ける3輪以上のガソリン軽自動車 (前

項の規定の適用を受けるものを除き、営

業用の乗用のものに限る。)に対する第

79条の規定の適用については、当該ガ

ソリン軽自動車が令和4年 4月 1日 から

令和 7生 3月 31日 までの間に初回車両

番号指定を受けた場合には、当該初回車

璽墾彗量豊:璽菫:生[:≧生!L旦_⊆と運:週[互ζtti邑重

`2:翌

:

生豊生の軽自動車税の種別割に限り、旦

条第 2号ア (イ )中

るのは「3,000円 |と 、同手妻ア (ウ )a(a)

「3. 500円 |

「3.900円 lと あ

00円 |と あるの

00円上とする。

(軽 自動車税の種別割の賦課徴収の特

例)

第 16条の 2 市長は、軽 自動車税の種別

割の賦課徴収に関し、 3輪以上の軽 自動

車が前条第 2項から1量生ヨまでの規定の

適用を受ける 3輪以上の軽自動車に該当

するかどうかの判断をするときは、国土

交通大臣の認定等 (法附則第 30条の 2

第 1項に規定する国土交通大臣の認定等

をい う。次項において同じ。)に基づき

当該判断をするものとする。

203  【略】

中 「6. 「5. 2

令和 4年 3月 31日 までの間に初回車両

畳量量定重[重二型場詮二壁金ユ∠墜鐘全
の軽自動菫型璽塗憂獲巡」■■、当該ガソ

リン軽自動車が令和4年 4月 1日 から全

和5年 3月 31日 までの間に初回車両番

号指定を受けた場合には全狙ユ生度全:の

軽自動車税の種別割に限り、第3項の表

の左欄|こ 掲」|ヱ亜■饗⊆塗國亡壺II墜型≧」國
11■盪.」|シ:1:主:重!型主

=.重
:量lLヱ:量IL!亘塁i聾12:左」1國|二

掲げる宝句とする。

8_ 法堕則第』ュ盆笙旦二の規定の適用を

受ける3輪以上のガソリン軽自動車 (前

項の規定の適用を受けるものを除き、営

業用の乗用のものに限る。)に対する第

79条の規定の適用については二当該ガ

∠型上墾聖ユ:塾墓塑望量LI壁里4』」」菱LL
令 和 4年 3月 31日 ま で の 間 に初 回 童 両

査:量墨盪重ユiω丞整塁全L鍾饉塗

の軽旦動皇■2種型型二盤上、当該ガソ

リン軽自動車が令和4年 4月 1日 から全

和5生過月31日 までの間に初回車両番

号指定を受けた場合には全狂ユ生度分の

軽自動車税の種別割に限り、笙生重2塞
の左欄 に げ る 同 条の規定 中 寿 の 中 欄

|二掲ビる宝包1主二乙盪£墨旦丞2五週二.

掲」る字包とする。

(軽 自動車税の種別割の賦課徴収の特

例)

第 16条の 2 市長は、軽 自動車税の種別

割の賦課徴収に関し、 3輪以上の軽 自動

車が前条第 2項から笙旦五までの規定の

適用を受ける 3輪以上の軽 自動車に該当

するかどうかの判断をするときは、国土

交通大臣の認定等 (法附則第 30条の 2

第 1項に規定する国土交通大臣の認定等

をい う。次項において同じ。)に基づき

当該判断をするものとする。

203  【略】



改正後 改正前

(優良住宅地の造成等のために土地等を

譲渡 した場合の長期譲渡所得に係る市民

税の課税の特例 )

第 17条の 2 昭和 63年度から令和 8年

度までの各年度分の個人の市民税に限 り、

所得割の納税義務者が前年中に前条第 1

項に規定する譲渡所得の基因となる土地

等 (租税特別措置法第 31条第 1項に規

定する土地等をい う。以下この条におい

て同 じ。)の譲渡 (同 項に規定する譲渡

をい う。以下この条において同じ。)を
した場合において、当該譲渡が優良住宅

地等のための譲渡 (法附則第 34条の 2

第 1項に規定する優良住宅地等のための

譲渡をい う。)に該当するときにおける

前条第 1項に規定する譲渡所得 (次条の

規定の適用を受ける譲渡所得を除く。次

項において同 じ。)に係る課税長期譲渡

所得金額に対 して課する市民税の所得割

の額は、前条第 1項の規定にかかわらず、

次の各号に掲げる場合の区分に応 じ、当

該各号に定める金額に相当する額 とする。

(1)0(2)【 略】

2 前項の規定は、昭和 63年度から全二日

壁望重までの各年度分の個人の市民税に

限 り、所得割の納税義務者が前年中に前

条第 1項に規定する譲渡所得の基因とな

る土地等の譲渡をした場合において、当

該譲渡が確定優良住宅地等予定地のため

の譲渡 (法附則第 34条の 2第 5項に規

定する確定優良住宅地等予定地のための

譲渡をい う。以下この項において同じ。)

に該当するときにおける前条第 1項に規

定する譲渡所得に係 る課税長期譲渡所得

金額に対 して課する市民税の所得割につ

いて準用する。 この場合において、当該

譲渡が法附則第 34条の 2第 10項の規

定に該当することとなるときは、当該譲

渡は確定優良住宅地等予定地のための譲

(優良住宅地の造成等のために土地等を

譲渡 した場合の長期譲渡所得に係る市民

税の課税の特例 )

第 17条の 2 昭和 63年度から全和 5年

度までの各年度分の個人の市民税に限 り、

所得割の納税義務者が前年中に前条第 1

項に規定する譲渡所得の基因となる土地

等 (租税特別措置法第 31条第 1項に規

定する土地等をいう。以下この条におい

て同じ。)の譲渡 (同項に規定する譲渡

をい う。以下この条において同じ。)を
した場合において、当該譲渡が優良住宅

地等のための譲渡 (法附則第 34条の 2

第 1項に規定する優良住宅地等のための

譲渡をい う。)に該当するときにおける

前条第 1項に規定する譲渡所得 (次条の

規定の適用を受ける譲渡所得を除く。次

項において同じ。)に係る課税長期譲渡

所得金額に対 して課する市民税の所得割

の額は、前条第 1項の規定にかかわらず、

次の各号に掲げる場合の区分に応 じ、当

該各号に定める金額に相当する額 とする。

(1)。 (2)【 略】

2 前項の規定は、昭和 63年度から全型.

豊生重までの各年度分の個人の市民税に

限 り、所得割の納税義務者が前年中に前

条第 1項に規定する譲渡所得の基因とな

る土地等の譲渡をした場合において、当

該譲渡が確定優良住宅地等予定地のため

の譲渡 (法附則第 34条の 2第 5項に規

定する確定優良住宅地等予定地のための

譲渡をい う。以下この項において同じ。)

に該当するときにおける前条第 1項 に規

定する譲渡所得に係る課税長期譲渡所得

金額に対 して課する市民税の所得割につ

いて準用する。この場合において、当該

譲渡が法附則第 34条の 2第 10項の規

定に該当することとなるときは、当該譲

渡は確定優良住宅地等予定地のための譲



改正後 改正前

渡ではなかつたものとみなす。

3 【略】

(新型コロナウイルス感染症等に係 る寄

附金税額控除の特例 )

第 24条 所得割の納税義務者が、新型コ

ロナ ウイルス感染症等の影響に対応する

ための国税関係法律の臨時特例に関する

法律 (令和 2年法律第 25号)第 5条第

4項に規定する指定行事のうち、市長が

指定するものの中止若 しくは延期又はそ

の規模の縮小により生 じた当該指定行事

の入場料金、参加料金その他の対価の払

戻 しを請求する権利の全部又は一部の放

棄を同条第 1項 に規定する指定期間内に

した場合には、当該納税義務者がその放

棄をした 日の属する年中に法附則第 60

条第 4項に規定する市町村放棄払戻請求

権相当額の法第 314条 の 7第 1項第 3

号に掲げる寄附金を支出したものとみな

して、第 32条の 5の規定を適用する。

渡ではなかつたものとみなす。

3 【略】

(新型コロナウイルス感染症等に係る寄

附金税額控除の特例)

第 24条 所得割の納税義務者が、新型コ

ロナウイルス感染症等の影響に対応する

ための国税関係法律の臨時特例に関する

法律 (令和 2年法律第 25号吐次条にお

いて「新型 コロナ ウ ル ス感 染症特例法 |

上上
=L=)第

5条第 4項に規定する指定

行事の うち、市長が指定するものの中止

若 しくは延期又はその規模の縮小により

生 じた当該指定行事の入場料金、参加料

金その他の対価の払戻 しを請求する権利

の全部又は一部の放棄を同条第 1項に規

定する指定期間内にした場合には、当該

納税義務者がその放棄をした 日の属する

年中に法附則第 60条第 4項に規定する

市町村放棄払戻請求権相当額の法第 31
4条の 7第 1項第 3号に掲げる寄附金を

支出したものとみなして、第 32条の 5

の規定を適用する。

附 則

(施行期 日)

第 1条  この条例は、令和 5年 4月 1日 から施行する。

(固 定資産税に関する経過措置 )

第 2条 次項に定めるものを除き、第 2条の規定による改正後の長岡京市税条例の一部を

改正する条例 (以下「改正後の改正条例附則」 とい う。)の規定中固定資産税に関する部

分は、令和 5年度以後の年度分の固定資産税について適用 し、令和 4年度分までの固定

資産税については、なお従前の例による。

2 令和 3年 4月 1日 から令和 5年 3月 31日 までの期間 (以下この項において 「適用期

間」とい う。)内 に地方税法等の一部を改正する法律 (令和 3年法律第 7号)附則第 1

条第 4号に掲げる規定による改正前の地方税法 (昭和 25年法律第 226号 )附則第 6

4条に規定する中小事業者等 (以下この項において 「中小事業者等」とい う。)が取得

(同条に規定する取得をいう。以下この項において同じ。)を した同条に規定する特例

対象資産 (以下この項において 「特例対象資産」 とい う。)(中小事業者等が、同条に

規定するリース取引 (以下この項において 「リース取引」とい う。)に係 る契約により



特例対象資産を引き渡 して使用させる事業を行 う者が適用期間内に取得をした同条に規

定する先端設備等に該当する特例対象資産を、適用期間内に リース取引により引渡 しを

受けた場合における当該特例対象資産を含む。)に対 して課する固定資産税については、

なお従前の例による。

(軽 自動車税に関する経過措置 )

第 3条 令和元年 10月 1日 から令和 3年 12月 31日 までの間に取得されたこの条例に

よる改正前の長岡京市税条例の一部を改正する条例附則第 15条の 2及び第 15条の 6

第 3項に規定する 3輪以上の軽自動車に対 して課する軽 自動車税の環境性能割について

は、なお従前の例による。

2 改正後の改正条例附則第 16条の規定は、令和 5年度以後の年度分の軽自動車税の種

別割について適用 し、令和 4年度分までの軽自動車税の種別割については、なお従前の

例による。


